ＴＰＰ交渉参加に関する自治労声明
1.ＴＰＰに関する自治労の基本的考え方

　野田総理は11月11日、ＴＰＰ(環太平洋戦略的経済連携協定)について、｢ＴＰＰ交渉参加に向けて関係国との協議に入る｣と述べ、参加国との事前協議から始まる交渉プロセスに参加する方針を表明した。
自治労は今年8月に開催された第82回定期大会で、ＴＰＰへの参加については、「国内農業への影響、食料自給率の低下など懸念される課題も多く、工業やサービス分野、労働分野など、国のあり方に大きな影響を与えるため、国に対し慎重な対応を求めます。経済協定については、労働や環境などの社会条項を盛り込むことを前提とし、２国間の交渉で貿易関税などに例外を認めることができるＦＴＡ（自由貿易協定）やＥＰＡ（経済連携協定）で対応することを求めます」と方針を確認しており、慎重な対応を求めて、協力国会議員にも働きかけを行ってきた。
今回の総理の方針表明は、政府や民主党内のＴＰＰの交渉への参加について慎重な対応を求める意見を考慮したものであるが、ＴＰＰ交渉参加を前提にした協議に入ることに変わりはない。ＴＰＰに関する問題点は依然として明らかになっておらず、世論でも交渉参加の是非が分かれ、民主党内の議論でも最後まで慎重な対応を求める声があったことを踏まえれば、今後も政府に対しては慎重な対応を求めていく。

野田総理が会見で「日本の医療制度や農村を守り、中間層に支えられる安定した社会の再構築を実現する」旨を述べた。政府はこの基本姿勢にそって、国民に十分な情報提供を行い、国民的な議論と合意を前提とした慎重な交渉を進める必要がある。
2.ＴＰＰ交渉の経過
ＴＰＰは2006年、シンガポール・ブルネイ・チリ・ニュージーランドの4国で締結された自由貿易協定がはじまりである。オバマ大統領が2009年11月に関与を表明し、2010年からアメリカ、オーストラリアなども参加して9カ国で交渉を始めている。
ＴＰＰ交渉では、2015年までに加盟国間の貿易において、工業品、農業品、知的財産権、労働規制、金融、医療サービスなどをはじめ、全品目の関税を10年以内に原則全面撤廃することをめざしている。
しかし、仮に日本が参加すれば、10カ国のＧＤＰ総額の９０％超（米国67%、日本24%）を日米が占めることになり、ＴＰＰは事実上の「日米ＦＴＡ」となるとの指摘がある。
3.「なぜＴＰＰなのか」。定まらない論拠

　ＴＰＰを推進する論拠については、政治家や省庁からも示されているが、専門家からの反論もあり、諸外国との経済連携を進めるために、「なぜＴＰＰなのか」は現時点でもはっきりしない状況といえる。

　菅前総理は、ＴＰＰ交渉への参加について、「第３の開国」と発言したが、日本の全品目平均の関税率は3.3%で、米国3.9%、ＥＵ4.4%、韓国8.9%と比較しても世界でもっとも低い。農作物について日本の平均関税率は11.7%であり、ＥＵの20%よりも低く、すでに十分、「国を開いて」いる状態といえる。

また、ＴＰＰに関する政府の試算にも違いがあり、ＴＰＰが国内産業などに与える影響が定まっていない。内閣府は、日本がＴＰＰに参加するとGDPが2.4～3.2兆円増えるという楽観的な見方を出している。経済産業省では、日本がＴＰＰに参加しないと、アメリカやEUと独自に自由貿易協定を結んだ韓国が躍進し、結果として日本のGDPは2020年までに10.5兆円も減少、自動車、機械産業、電気電子の主要な3業種による減少が大きいとしている。
しかし、専門家からは、米国で韓国の製品が好調なのは、ウォン安による輸出拡大の結果との指摘もある。

一方、農林水産省は日本がＴＰＰに参加することは非常に大きなマイナスになると試算。日本がＴＰＰに加盟すると他国からの安い農産物が大量に輸入されるため、日本の農家の多くが離農し、農業関連のGDPが4.1兆円も減少、GDP全体としては7.9兆円もの損失になるとしている。環境面でも3.7兆円の損失になり、合計で日本が被る損失は11.6兆円と推計。340万人の雇用が失われ、食糧自給率も現在の40％から14％にまで下がると予想している。
4.想定される問題点と課題
農水省や北海道庁の試算によると、ＴＰＰが日本の農業に対して甚大な打撃を与えることが想定される。政府は2010年3月に決定した食料・農業・農村基本計画で、国際生産拡大・食料自給率（40%から50%へ）の展望を打ち出したが、ＴＰＰ参加によって、計画の実現は厳しい状況となる。
農林業は地域の環境保全や地域の活性化のためにも必要であることから、小規模農家を含めて営農が続けられる政策が必要である。しかし、ＴＰＰの推進派は「強い農業」を育てるとし、農地の集約化や民間企業の参入を推進するとしているが、市場万能主義的な手法で農業を守ることができるか疑問である。また、民間企業の参入は米国の巨大アグリビジネスに市場を開放する結果になると指摘する専門家もおり、慎重な検討が必要である。
ＴＰＰでは農業以外の分野も検討対象となる。医療サービスや公共サービス分野も含まれる。公共サービス分野では各種公共事業の入札の基準価格の引き下げなどが求められることから、自治体や地域の公共サービス労働者への影響についても慎重に検討する必要がある。また、労働組合などが取り組んでいる各種共済事業に関しても影響が懸念されている。ＴＰＰによって、地域の経済を支える農林業や中小企業への打撃、医療・介護・福祉等における規制緩和が予想され、地域社会の疲弊を生み出す可能性が指摘されており、今後の地域社会の活性化のあり方と合わせて議論すべきである。
5.十分な情報提供と国民的合意を前提にした慎重な交渉を求める
上述したとおり、ＴＰＰは日本が参加すれば、事実上の「日米FTA」といえる。FTAでは、関税撤廃について10年以上の経過期間の設定や協定除外品目の設定などの例外措置を取ることができ、あえて関税撤廃のＴＰＰで拙速な交渉をする必要はない。また、ＴＰＰに参加することで、EUや韓国などとのFTA交渉で日本が重要品目への配慮について交渉することが困難となると予想される。
このため、自治労は、ＴＰＰの交渉については国民に対する十分な情報提供を行い、国民的な合意を前提にした慎重な交渉をするよう政府に求めていく。
6.各国の労働運動と連携した取り組みの強化
アメリカのAFL-CIOはＴＰＰ交渉参加国の労働組合と連携して、各国に対して、①交渉の透明化の確保、②交渉内容に関する労働組合などへの説明と協議を求め、労働者の権利保護、投資、環境保護などについて労働者の主張を反映させることを要求している。

自治労としても、連合やPSIを通じた各国の労働組合との連携を強化していく。

　自治労としては今後も、ＴＰＰ交渉については、国民合意を前提にして、日本の各種産業と地域社会を守る立場から、政府に対して慎重な対応を求めていく決意である。
以上
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